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１．「Japan Fintech Week 2024」開催概要

金融庁は日本のフィンテックの魅力を世界

に発信し、フィンテックの更なる発展に向け

たビジネス機会を創出するため、新たな試み

として「Japan Fintech Week 2024」を初開

催しました。本年３月４日（月）～８日

（金）をコアウィークとし、今回で８回目の

開催となる「FIN/SUM 2024」を中核イベン

トとしつつ、前後週も含めて各種団体（官・

民）が開催する多彩なフィンテック関連イベ

ントと連携し、国内外のフィンテック事業関

係者が一堂に会す場とすることを目指しまし

た。

期間中は、延べ12,900人以上が参加し、50

を超える国と地域からフィンテック事業関係

者が集まり盛況となりました。

イベント詳細については特設ページよりご

覧いただけます。

https://www.fsa.go.jp/policy/japanfintechw

eek/2024/

３月４日～８日開催
会 議 等
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「Japan Fintech Week 2024」及び
「FIN/SUM 2024」の開催

Fintech全般テーマ特化型（AI, web3, 保険など）
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Japan Fintech Week2024 における主な関連イベント及び主催者

https://www.fsa.go.jp/policy/japanfintechweek/2024/
https://www.fsa.go.jp/policy/japanfintechweek/2024/


写真：岸田総理挨拶（ビデオメッセージ）
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FIN/SUM2024における新たな取
組

 金融庁が20セッションを担当（昨年の

倍）

 ４日間の開催日ごとにテーマを設定

 地域コンテンツを大幅に拡大

 試行的にラウンドテーブルを複数実施

 金融庁パーカーを作成

金融庁担当セッション（抜粋）

 岸田総理挨拶（ビデオメッセージ）

 鈴木大臣挨拶（当日は栗田長官代読）

 対談： EUデジタル資産規制の進展

 パネル：AIが描く金融の未来：リスク

を超えて

 井林副大臣挨拶

 デジタル・マネーと決済・送金の未来

 伝統的金融×トークナイゼーションの

可能性：イノベーションとコンプライ

アンスの両立を目指して

 地銀×イノベーション拠点としてのシ

リコンバレー

 テクノロジーで拓く地域の未来

２．「FIN/SUM 2024」開催概要

金融庁と日本経済新聞社は、国内最大級の

フィンテックカンファレンスである「FIN/SU

M 2024」を、本年３月５日～８日の４日間、

開催しました。2016年から開催され８回目と

なった今年の「FIN/SUM 2024」では岸田総

理の挨拶（ビデオメッセージ）を皮切りに、

生成AI、デジタル資産、地域、保険などを

テーマに様々な視点から議論が実施されまし

た。 写真：井林副大臣による初日閉会挨拶

写真：栗田長官登壇セッションの様子

ユニーク来場者数は前回から倍増の約

2,700名（うち海外参加者1割程度、延べ参加

者数は約4,100名）となり、Japan Fintech

Week 2024との同時開催の効果もあって、過

去最大規模の参加者数になりました。



Japan Fintech Festival

日時：３月４日～８日（計５日間）

場所：神田明神

主催者：Elevandi（星政府/MASから

スピンアウトしたNPO）

主なプログラム：

Global Leaders Dialogue（パネルディ

スカッション）, Strategic Industry 

Roundtables, The Founders Day, 

Digital Asset Summit, Power 

Roundtables等

主なラウンドテーブル

 Roundtable on Fintech and 

Innovation for Central Bankers in 

Asia powered by Bank of 

Japan(BOJ）

 FSA Blockchain Round-Table 2024

 地域金融機関と国内外フィンテック

事業者等との連携によるイノベー

ションの実現

 地域金融機関によるスタートアップ

への資金供給の在り方

様々なテーマで開催されたラウンドテーブ

ルでは、ステークホルダーの建設的な議論促

すためチャタムハウスルール※を採用し、ラ

ウンドテーブルでは率直かつ自由な議論が行

われました。

写真：ラウンドテーブルの様子

※ 「討議された内容を外部で話すことはできるが、発言者や所属を特定する内容については伏せなければな

らない」というルール

３．主な関連イベント

デジタルバンキング展

日時：３月14日～15日（２日間）

場所：ステーションコンファレンス東京

主催者：日本金融通信社（ニッキン）

主なプログラム：講演、パネルディス

カッション、セミナー

写真：神田政務官による基調講演

写真：柳瀬審議官による基調講演

テーマ別関連イベント
※〔〕内は主催者

■ デジタル資産、Web3.0

・デジタル証券（セキュリティトークン）

シンポジウム〔東京都〕

・BGIN Block#10 〔 BGIN 〕

・ブロックチェーン・ラウンドテーブル

〔金融庁〕

3



写真：金融庁、Fintech協会主催レセプションの
様子
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４．FinTechサポートデスク出張相談

金融庁では2015年よりフィンテックに関す

る一元的な相談・情報交換窓口「FinTechサ

ポートデスク」を設置しています。当デスク

では、フィンテックをはじめとした様々なイ

ノベーションを伴う事業を営む、または新た

な事業をご検討中の皆様から、具体的な事

業・事業計画等に関連する事項をはじめとし

た様々な点について、幅広く金融面等に関す

る相談を受け付けています。

Japan Fintech Week 2024中、FIN/SUM会

場（丸ビル）やJapan Fintech Festival会場

（神田明神）の一部に相談ブースを設けて出

張相談を実施。規制に係る事項の相談だけで

なく、事業に関する一般的な意見交換も行わ

れました。海外事業者からクロスボーダー送

金事業に係る相談などが寄せられ、ライセン

スの類型、登録要件、登録までの流れ、登録

に係る期間等を案内しました。

写真：出張相談の様子

Japan Fintech Week 2024開催期間中は上

記関連イベントの他、様々なネットワーキン

グも開催されました。

■ AI・データ利活用

・「金融×スタートアップEXPO 2024」

〔FinGATE×金融IT協会〕

・生成AI Meet Up〔AWS〕

・第２回金融データ活用チャレンジ表彰式

〔金融データ活用推進協会〕

■ 地域

・SARBLABツアー「Fintechカルチャーを

学ぶ」〔第二地方銀行協会 SARBLAB〕

・Osaka Fintech Workshop〔大阪府、大阪

市、都市活力研究所〕

・Fukuoka FinTech Meetup〔福岡県〕

■ インシュアテック

・生成AIラウンドテーブル〔アフラック、

日本経済新聞社〕

・ホケンノミライ〔Guardtech〕

・ITC Japan 2024〔Plug and Play〕

■ ピッチイベント

・FINOPITCH〔4F〕

・インパクトピッチ〔日本経済新聞社〕

・UK FinTech Mission to Japan 2024〔英

国大使館〕

通常は電話にてご相談を受け付けておりま

す。下記の連絡先まで、金融庁FinTechサ

ポートデスク担当宛にお電話ください。

受付時間：

電話番号：

平日９時30分～18時15分

03-3506-7080

来年も開催決定！ぜひご来場ください！

Japan Fintech Week 2025

2025年３月３日～７日（コアウィーク）

FIN/SUM 2025

2025年３月４日～７日



本年３月12日、企業会計審議会総会※１を

開催し、「四半期レビュー基準の期中レ

ビュー基準への改訂及び監査に関する品質管

理基準の改訂（以下、「期中レビュー基準

等」）」及び「開示・会計・監査を巡る最近

の動向」について議論が行われました。

１．期中レビュー基準等について

金融商品取引法に基づく四半期報告制度に

ついて、金融審議会ディスクロージャーワー

キング・グループ報告において、法令上の四

半期開示義務を廃止し取引所規則に基づく四

半期決算短信に一本化し、監査人によるレ

ビューを一律に義務付けず企業の判断に委ね

るなどの方向性が示されたことを受け、金融

商品取引法の改正案を取りまとめ、令和５年

11月20日に「金融商品取引法等の一部を改正

する法律」（令和５年11月29日法律第79

号）が成立しました。

こうした中、四半期開示の見直しに伴う監

査人のレビューに係る必要な対応については、

令和５年４月に開催した企業会計審議会総会

の議論を踏まえ、監査部会において、同年９

月より審議を開始し、四半期レビュー基準の

期中レビュー基準への改訂案等が取りまとめ

られました。

四半期開示制度の見直しに伴う監査人による
必要な対応に関する議論

～企業会計審議会総会における神田政務官への意見書の手交～

３月12日開催
会 議 等

※１ 議事次第及び配布資料については、

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kigyou/siryou/kaikei/20240305.htmlをご参照ください。
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今回の改訂案では、改正後の金融商品取引

法における中間財務諸表に対するレビューに

加えて、一本化後の四半期決算短信における

レビューも含め、年度の財務諸表の監査を実

施する監査人が行う期中レビューの全てに共

通するものとして、四半期レビュー基準を期

中レビュー基準に名称変更するとともに、こ

れまでの適正性に関する結論の表明の形式に

加えて、準拠性※２に関する結論の表明の形

式等を導入することとしました。この改訂に

より、期中レビューが、一般に公正妥当な監

査の基準である期中レビュー基準に従って実

施されることが明確になり、レビューや開示

情報に対する信頼性の確保につながると考え

られます。

本総会では、堀江監査部会長より、期中レ

ビュー基準等の策定経緯・概要についての説

明が行われた後、企業会計審議会総会として

期中レビュー基準等に係る意見書が取りまと

められました※３。

堀江監査部会長から神田政務官へ当該意見

書を手交し、神田政務官より、

 「新しい資本主義」の下、資産運用立国を

実現していくためには、企業情報が適時適

切に開示されるとともに、我が国の金融・

資本市場に対する内外の投資家の信頼性を

確保することが必要不可欠であること

 我が国の会計・監査等の制度インフラにつ

いて、企業会計審議会で議論いただきなが

ら、不断に整備を進めていくことが重要で

ある旨をご挨拶いただきました。

２．開示・会計・監査を巡る最近の動向につ

いて

併せて、開示・会計・監査を巡る最近の動

向※４について事務局より説明した後、議論

が行われ、「継続企業の前提や不正に関する

国際監査基準の改訂を踏まえた対応」につい

て、今後、監査部会で審議することが承認さ

れました。

写真：堀江監査部会長から神田政務官への
意見書の手交

※２ レビューには、財務諸表が表示のルールに準拠しているか評価する準拠性結論と、さらに財務諸表が利用

者の適切な理解のために全体として適切に表示されているかまで評価する適正性結論があります。四半期

レビュー基準の対象は、適正性結論のみであったところ、期中レビュー基準では準拠性結論も対象にする

こととしました。
※３ 本年３月27日公表 「四半期レビュー基準の期中レビュー基準への改訂に係る意見書」及び「監査に関す

る品質管理基準の改訂に係る意見書」の公表について：

https://www.fsa.go.jp/news/r5/sonota/20240327-2/20240327.html
※４ サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関する検討、国際会計基準への対応、会計基準を巡る国際

的な動向及び国際監査基準等における主な改訂について事務局より説明しました。 6
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３月６日、英国ロンドンのマンションハウ

スにて、日本証券業協会、日本取引所グルー

プおよび国際資本市場協会（ICMA）が共催

する「第13回 日本証券サミット」が開催さ

れました。

日本証券業協会によりますと、ロンドンで

の対面開催は５年ぶりであり、約300名の現

地の金融機関関係者や機関投資家等が参加し

ました。

サミットの冒頭に岸田総理によるビデオ

メッセージが流され、その後木原誠二衆議院

議員より「日本への投資のチャンスを逃さな

いように」というメッセージの下、資産所得

倍増プランや資産運用立国に向けた取組みな

ど新しい資本主義の実現に向けた施策に関す

る基調講演がなされました。

金融庁からは有泉金融国際審議官が、

”Promoting Japan as a Leading Asset Mana

gement Center”というテーマでリードス

ピーチを行いました。スピーチ冒頭ではGDP、

CPI、ROEなどの各種マクロ経済指標のデー

タを使用し、日本経済の現状分析を客観的に

示しました。その上で、日本の資産運用立国

実現に向けた施策を包括的かつ詳細に示しま

した。具体的には、新NISA制度の開始、金

融機関の顧客本位の業務運営の法制化、コー

ポレートガバナンス改革、金融資産運用特区、

アセットオーナー原則などについて説明しま

した。

有泉金融国際審議官のリードスピーチに使

用した資料は、金融庁ウェブサイトで公表し

ております。

https://www.fsa.go.jp/common/conference

/danwa/20240306.pdf

第13回 日本証券サミット
～有泉金融国際審議官登壇～

３月６日開催
会 議 等

写真：有泉金融国際審議官のリードスピーチの模様7
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有泉金融国際審議官のリードスピーチに続い

て、「日本市場の活性化に向けた諸施策につい

て」をテーマに、パネルディスカッションが行

われました。

パネルディスカッションには、司会にエコノ

ミスト・グループのアナ・ニコール氏（ディレ

クター・オブ・インダストリー・アナリシス）、

パネリストとして、有泉金融国際審議官の他、

ステファニー・ドゥルーズ氏（日興アセットマ

ネジメント代表取締役社長）、池田雄之輔氏

（野村証券市場戦略リサーチ部チーフ・エクイ

ティ・ストラテジスト）、ジェームズ・ゴート

リー氏（シュローダーグローバル・エクイ

ティ・ポートフォリオ・マネージャー）が参加

しました。

担当所感：

総合政策局総務課国際室国際証券係・課長補佐

名古屋 智寛

今回、日経平均株価（終値ベース）が、日本

証券サミットの開催直前の２月下旬にはバブル

期の最高値を34年ぶりに超え、前々日の３月

４日には４万円を超えました。

こうした背景もあり、会場では「日本の株価

が好調なのはバブルのように一時的なものなの

か、それとも今後も続いていく良い兆しなの

か」といった点について海外機関投資家等から

関心を集め、またそれに関連し日本政府の資産

運用立国実現に関する施策についての質問も集

中しておりました。

多くの登壇者からは、今後の日本企業への投

資拡大等についてポジティブな意見が聞かれ、

日本のマーケットに対する関心の高さがうかが

えました。

写真：パネルディスカッションの模様
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お 知 ら せ

＼ Japan Weeks 2024の開催 ／
（コアウィーク：2０２４．9.30～10.4）

政府は、国際金融センターや資産運用立国

の実現に向けた取組を推進しています。

こうした取組の一環として、昨年秋に初め

ての「Japan Weeks」を開催し、海外の投資

家や資産運用会社等が参加する様々なイベン

トが開かれました。

引き続き、海外投資家等とのコミュニケー

ションを強化するため、本年秋に２回目とな

る「Japan Weeks」を開催いたします。※

９月30日から10月４日をコアウィークとし、

前後の週を含め、様々なイベントが開催され

る予定です。

このコアウィーク中の10月３日には、「資

産運用フォーラム」の立ち上げイベントが開

催されます。「資産運用立国実現プラン」に

関する意見交換に加え、新興運用業者やサス

テナブルファイナンスの促進などが議論され

る見込みです。

今後特設ページを開設し、情報発信してま

いりますので、ぜひご注目ください！

「Japan Weeks」のイベント連携にご関心

のある方は、japan_as_ifc@fsa.go.jp宛にご

連絡ください。

昨年のJapan Weeksについては、特設ペー

ジをご覧ください。

https://www.fsa.go.jp/internationalfinancia

lcenter/lp/japanweeks/

＼Core week: 2024.09.30▶ 10.04／

※ Japan Weeks 2024の開催（３月22日公表）

https://www.fsa.go.jp/policy/financialcenter/japanweeks2024.html9

mailto:japan_as_ifc@fsa.go.jp
https://www.fsa.go.jp/internationalfinancialcenter/lp/japanweeks/
https://www.fsa.go.jp/internationalfinancialcenter/lp/japanweeks/
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 ３月１日

 「サステナブルファイナンス有識者会議」（第21回）の開催

 「トランジション・ファイナンス環境整備検討会」（第９回）の開催

 金融経済教育推進機構の設立認可

 ３月７日

 「企業内容等の開示に関する内閣府令」等の改正案に対するパブリックコメントの結果等の公表

 ３月８日

 「再生支援の総合的対策」の公表および事業者支援の徹底等

 「主要行等向けの総合的な監督指針」等の一部改正（案）に対するパブリック・コメントの結果等の公表

 「金融商品取引業等に関する内閣府令」及び「金融サービス仲介業者等に関する内閣府令」の改正（案）に対す

るパブリックコメントの結果等

 FSA Analytical Notes（2024.3）の公表

 ３月12日

 「金融機関における個人情報保護に関するＱ＆Ａ」の改正

 「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」等の改正

 ３月13日

 「アジアGXコンソーシアム」キックオフ会合の開催

 アジア・ハイレベル金融規制当局者フォーラムの開催

 ３月15日

 「国民の安定的な資産形成の支援に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針」の閣議決定

 第213回国会における金融庁関連法律案（「金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一部を改

正する法律案」、「事業性融資の推進等に関する法律案」）の公表

 ３月19日

 「気候変動リスク・機会の評価等に向けたシナリオ・データ関係機関懇談会」（第10回）の開催

 ３月22日

 「デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律

」の施行に伴う金融庁関係府令の整備等に関する内閣府令案等に関するパブリックコメントの結果等

 農業協同組合等及び漁業協同組合等に関する「自己資本比率規制（第１の柱・第３の柱）に関する告示の一部改

正（案）」等に対するパブリック・コメントの結果等の公表

 ３月24日

 春休み！親子でまなぼうおかねの教室 グローバル・マネー・ウィーク2024

 ３月26日

 「損害保険業の構造的課題と競争のあり方に関する有識者会議」（第１回）の開催

 金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ」（第１回）の開催

 「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」等の公表

 ３月27日

 「四半期レビュー基準の期中レビュー基準への改訂に係る意見書」及び「監査に関する品質管理基準の改訂に係

る意見書」の公表

 令和５年金融商品取引法等改正に係る政令・内閣府令案等に対するパブリックコメントの結果等の公表

先月の金融庁の主な取組
（令和６年３月１日～３月31日）
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 ３月28日

 「サステナブルファイナンス有識者会議」（第22回）の開催

 「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令（案）」等に関するパブリックコメントの結果等の公表

 ３月29日

 「暗号資産交換業者に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」に関するパブリックコメントの結果等

の公表

 「貸金業法施行規則の一部を改正する内閣府令(案)」に関するパブリックコメントの結果等の公表

 「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定する金融庁長官が定める企業会計の基準を指定す

る件」等の一部改正（案）に対するパブリックコメントの結果等の公表

 「AI技術を活用した経営改善支援の効率化に向けた調査・研究」に係る最終報告書等の公表

 「インパクトコンソーシアム」特設サイトの開設

 「預貯金者の意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の管理等に関する法律第十七条の規定に基づき金融

機関を定める件（案）」に対するパブリックコメントの結果等の公表

 有価証券報告書の作成・提出に際しての留意すべき事項等（サステナビリティ開示等の課題対応にあたって参考

となる開示例集を含む）及び有価証券報告書レビューの実施

 「犯罪収益移転防止法に関する留意事項について」の一部改訂（案）及び「公認会計士及び監査法人におけるマ

ネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」（案）に対するパブリックコメントの結果

等の公表

 「郵政民営化法施行令の一部を改正する政令案」に関するパブリックコメントの結果等の公表

 「内閣府の所管する金融関連法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関す

る法律施行規則」の一部改正（案）等に関するパブリックコメントの結果等の公表

 「インパクト投資（インパクトファイナンス）に関する基本的指針」の公表

編集後記

今月号では、日本と英国のそれぞれで、日本の金融の魅力を発信する行事の模様を紹介してい
ます。また、金融に携わる海外の方が日本にいらっしゃる機会も、暖かくなるに連れて増えてい
る印象を持っています。日本の魅力を世界にどのように発信していくか、メッセージ作りを考え
る毎日ですが、同時に海外はどのように発信を行っているのかも研究し、世界に届く発信を心が
けていきたいと思っています。

さて、新年度を迎え、朝の駅では爽やかな装いの新社会人の方々や、新しい制服を身にまとう
学生さんたちの姿を見かけることが多くなり、私自身も気を引き締められる思いです。私たちの
政策発信もどのような姿がいいのか見つめ直すため、メッセージだけでなく、その発信方法も検
討しています。より多くの方々のご意見を踏まえ、新たな装いを検討していますので、どうぞご
期待ください。

金融庁広報室長 矢野 翔平
編集・発行：金融庁広報室

（※本稿において意見に係る部分は筆者の個人的見解であり、所属組織の見解を示すものではありません。）11
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